
 

 
株式会社大和総研 丸の内オフィス 〒100-6756 東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号 グラントウキョウ ノースタワー 

このレポートは投資勧誘を意図して提供するものではありません。このレポートの掲載情報は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性、完全性を保証する

ものではありません。また、記載された意見や予測等は作成時点のものであり今後予告なく変更されることがあります。㈱大和総研の親会社である㈱大和総研ホールディングスと大和

証券㈱は、㈱大和証券グループ本社を親会社とする大和証券グループの会社です。内容に関する一切の権利は㈱大和総研にあります。無断での複製・転載・転送等はご遠慮ください。

 

2015 年 1 月 30 日 全 4頁

 Indicators Update
12 月雇用統計 
 

雇用環境が大幅な改善 

エコノミック・インテリジェンス・チーム 

永井 寛之 

 

 [要約] 

 労働力調査によると、2014 年 12 月の完全失業率(季節調整値)は、前月から▲0.1％pt

低下の 3.4％となった。雇用者数は、前月差＋49 万人と 3 ヶ月ぶりに増加し、自営業主・

家族従業者を含めた就業者数を見ても、同＋43 万人と 3 ヶ月ぶりの増加となった。今

後、緩やかに景気拡大が続く中、雇用者数・就業者数は、増加基調が続く見込みだ。 

 一般職業紹介状況によると、2014 年 12 月の有効求人倍率(季節調整値)は前月から＋

0.03pt 上昇し、1.15 倍となった。また、新規求人倍率は前月から＋0.13pt 上昇し 1.79

倍となった。労働需給の逼迫感が高まっていることを確認できる結果だった。 

 12 月の雇用関連統計を総じて見ると、雇用環境が大幅に改善したと判断できる。企業

の雇用不足感が高まり、先行きについても一層の雇用不足を見込む結果だった 12 月日

銀短観と整合的な結果である。完全雇用に近づきつつあることから、就業者数の増加や

失業者数の減少ペースが鈍化する可能性もある。しかし、緩やかに景気拡大が進む中、

原油安の影響で企業の経営環境が改善していることもあり、失業率や有効求人倍率に見

る労働需給はさらにタイトになるだろう。 

雇用関連指標の推移 

 

 
  

2014年
7月 8月 9月 10月 11月 12月

労働力調査

完全失業率（季節調整値） ％ 3.8 3.5 3.6 3.5 3.5 3.4
一般職業紹介状況

有効求人倍率（季節調整値） 倍 1.1 1.1 1.09 1.1 1.12 1.15
新規求人倍率（季節調整値） 倍 1.66 1.62 1.67 1.69 1.66 1.79

毎月勤労統計
現金給与総額 前年比、％ 2.4 0.9 0.7 0.2 0.1
所定内給与 前年比、％ 0.3 0.2 0.4 0.1 0.0

（出所）総務省、厚生労働省統計より大和総研作成

経済分析レポート 
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2014 年 12 月完全失業率：3.4％と前月から 0.1％pt 減少 

労働力調査によると、2014 年 12 月の完全失業率(季節調整値)は、前月から 0.1％pt 低下し、

3.4％となった。雇用者数は、前月差＋49 万人と 3ヶ月ぶりに増加し、自営業主・家族従業者を

含めた就業者数を見ても、同＋43 万人と 3ヶ月ぶりの増加となった。前月時点では、雇用者数・

就業者数は、増加基調に陰りが見えていたが、大幅な改善が見られた。一方、失業者数は同▲

1 万人と 3 ヶ月連続の減少となったが、減少幅は小幅にとどまった。非労働力人口が同▲46 万

人と大きく減少し、これまで職探しをしていなかった人の就職が進む格好となった。 

失業者数を求職理由別に見ると、勤め先の都合など企業側に起因する「非自発的な離職」に

よる失業者数が前月差▲4万人と3ヶ月ぶりに減少したことが失業者数減少の主な要因となった。

また、「新たに求職」による失業者数が同▲1 万人と 3 ヶ月連続で減少した。一方、「自己都合」

による失業者数は 3ヶ月ぶりの増加に転じた。 

産業別に就業者（原数値）の動向を見ると、「卸売業、小売業」（前年差＋11 万人）は 6 ヶ月

ぶり、「宿泊業,飲食サービス業」（同＋3 万人）は 3 ヶ月ぶりの増加に転じた。また、「製造業」

（同▲12 万人）、「生活関連サービス業,娯楽業」（同▲4万人）では前年割れが続いているものの、

減少幅が先月から縮小した。減少傾向の続いた業種で好転の兆しが見られ、雇用環境の改善が

幅広い業種にまで及んでいることを示唆する結果だったと言えよう。 
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（出所）総務省統計より大和総研作成
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2014 年 12 月有効求人倍率：3ヶ月連続の上昇 

一般職業紹介状況によると、2014 年 12 月の有効求人倍率(季節調整値)は前月から＋0.03pt

上昇し、1.15 倍となった。また、新規求人倍率は前月差＋0.13pt と大幅に上昇し 1.79 倍とな

った。有効求人倍率、新規求人倍率ともに上昇したことから、労働需給の逼迫感が高まってい

ることを確認させる結果であった。 

12 月の求人倍率の内訳を見ると、求職については、新規求職申込件数（前月比▲3.3％）、有

効求職者数（同▲2.2％）ともに 2ヶ月ぶりの減少となった。他方、求人側を見ると、新規求人

数は同＋4.7％と 2 ヶ月連続、有効求人数は同＋0.3％と 3 ヶ月連続の増加となり、このところ

伸び悩んでいた新規求人数の増加が加速する形となった。 

 

労働環境の改善はさらに続くだろう 

12 月の雇用関連統計を総じて見ると、雇用環境が大幅に改善したと判断できる。企業の雇用

不足感が高まり、先行きについても一層の雇用不足を見込む結果だった 12 月日銀短観と整合的

な結果である。完全雇用に近づきつつあることから、就業者数の増加や失業者数の減少ペース

が鈍化する可能性もある。しかし、緩やかに景気拡大が進む中、原油安の影響で企業の経営環

境が改善していることもあり、失業率や有効求人倍率に見る労働需給はさらにタイトになると

筆者は見込んでいる。 
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(出所)厚生労働省統計より大和総研作成
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雇用・所得概況
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（出所）総務省統計より大和総研作成

（注1）2011年3月～8月は補完推計値。

（注2）2011年以前は平成17年国勢調査を基準とする推計人口を基準としており、

2012年1月以降の数値とは必ずしも比較可能ではない。

（出所）総務省統計より大和総研作成

(注1）欠員率=(有効求人数-就職件数)/(雇用者数+有効求人数-就職件数)

(注2)2011年3月～8月は補完推計値。

(出所)総務省統計、厚生労働省統計より大和総研作成

完全失業率と欠員率 有効求人倍率と新規求人倍率

世代別完全失業率 求職理由別失業者数

現金給与総額の要因分解 所定内給与の要因分解

(出所)厚生労働省統計より大和総研作成

（出所）厚生労働省統計より大和総研作成 （出所）厚生労働省統計より大和総研作成


